
寒"町 長 山  上  貫  夫  横

平成 23年 3月 29日

寒川町個人lt報保額bl度選営審議会面.J旧

会   長 入   浮

町長の所督する個人情報の目的外の利用 提 供について (容申)

寒川町個人情報保護条例第9条 第 1項第4号 の規定に基ちき、平成23年 1月 17

日付け寒絡行第 92-1=で 番問 (踏関番号38 39 46)の ありました標配の

ことについては、審議の結果、次のとおりとなりましたので答申します。

に)平 成23年 度|ご限り、情報を利用すること及び本人通知を省略することを認め

る。ただし、広H■学にて、目的外利用の取扱いがある旨を十分に周知すること。

修)平 成24年 度以降も目的外利用をしようとする場合は、本語議会に平成23年

度の実抵状況を報告のラえ 再 緒間すること。



麒鵬留g醒
平成ゥ年1月7日受付 寒総行第021号

平成23年1'17日

冬川町個人情報保護制度運営奉議会

会 長   入   澤     章   様

個人情報の 目的外の利用

冬川町長  山  上  貞

提供について (酷問)

このことにつV てヽ 〕1紙の

9条 第 1項 所 4号 の規定によ

とお り行いたいので

り意見を求めます。

寒川町値人情報保護条例第

(■務担当は 浴務課行政総務担当)



条閉第9条 第 1項第4号 の規定に基ちく目的外の利用 掟 Jtに関する播間案件

及び第2項ただし害の規定に基ちく本人通知省確の踏問宋件

(担人情報保護制度運営籍議芸諸岡用)X

案件審,  32

檀

人

情

禄

保

有

螺

特

操  等  名 保険年金繰

日人情IR取扱

事務 の名 森

国民健康保険NRPR決 定事務

対念 とな る

何人 の寝 型

世持主

(公的年金等所得に4Rる担人の町民悦 県 民税の納税義務昔のうち
老齢等年金陰ヽ 〔年領 18万 円以上)の 支払を受けている65串 以
上の者で 介 藍保険料の特別散収対象である者)

利用 提 供す

る配録のる務

上記対傘者の国民館庶操映村特別徴収対象額

利 用  提 供 先 税務課

取録目的以外に利用 握 供する理由 〔その必要性や本人から収集しない星由など)

地方税法の規定により、公的年金等からの使人町 県 民残41Bl僚収が平成 21年 度から彙

おされておりまえ
この特別懐収の対卓者は 地 方登送第321策 の7の 2第 1項及び同法滝行令第48祭 の

0の Xl第 3項 により 三 に上記の 「観人の類型 〔介口保険料の特別歓収対集者)ぅに示さ
れたものとなって, まヽ汽

また こ の購 に憲当し、公的年金専特別僚収の 「&額 決定通知詢 をrlFし た場合で

も、各支払期における介譲保険科 国 民にま保険常 後 期高齢者ほ療保険料の各特別僚収額
と所特寝の源泉僚恨額の合計に、個人町 県 民残特別般収額を加寡した額が、公的年金等(特
別様慎の対象となる午金は老齢等年金)の 支払額を上回る母合は 行 別餃収襲務者から中止
の処理満果が町に通知され、特別法収から,通 僚収へ褒Xし た 「税額変更jgt知書Jを 再送付
することとなりま'■ (納税義務者にとっては浸乱の原因となると思われまえ )

そこで 当 初の 「説額決定通知各Jの 受送段階において 介 藤保険村特別徹収対筆者であ
るかどうか、値人町 県 民税を加算した桜収額が支払額を上回るかどうかを可能なぃり税務
限がl●前に判断し、年度途中での変更がないようにすれば 納 税義務者の混乱を最小限に抑
えることができると考えまえ
平成21年 度及び平成 22年 度においては、奪織会の容申を受け 同 様の目的外利用を行

っておりますが 昨 年の驚問 (濫問審号35)に 対する徳申に毒づき 平 成 23年 度以降の

目的外利用に関して 再 度播問するもので丸

条例第9条第 2張の規定による本人通知

口 す  る

日 し ない 健 自) 私 若議が対象者■無を入手 (5月 25日 まで)し てから 納 帥
書を受送 〈C月 10日 前後)す るまでがお2ヨ田という短期間であり、その間に当gRが藤首
をに本人通知を行うのは事務処理のうえで幼理的に国産であり ま た本人に対しても舞用な

煩わしさを意しさせるため。

・ 索 件審号の相は 播 間の際に通し番号をけけるので PL入 しないこと



条例第 0粂 第 1項第4号 の規定にとづく目的外の利用 提 供に関する話問案件

及び第2項 ただし書の規定に基づく本人通知省略の許周安件

(個人情報保護制度返官審議会路問帰)ヽ 十円 =田 ln

葉降番号  θ _0

個

人

情

報

保

有

課

午

諜 キ  ち 保険年全譲

値人情報取l●

事務 の名 称

後期高齢者に療事務

対 象 とな る

個 人 の類 型

後期高齢者医療制度の技保険者
(公的年全等所得に係る個人の町民龍 県 民税の納税義務者のうち
を齢与年金給付 (年額18万 円以上)の ま払を受けている65歳 以
上の者で 介 護保lrt4の特別徴収対象である者)

利用 提 供す

る記録の名称

後期高齢者医療保険料常】」は収対象額

利 用  提 供 先 税務醍

取扱目的以外に利用 控 供する理由 (その必要性や本人から収集しない理由など)

地方税法の規定により 会 的年金等からの個人的r 県 民税特別徴収が平成 21年 度から受
施されております

この特,1徴収の対象若1ま 地 方税法第 321条 の7の 2第 1項及び同法施行令第48条 の
0の 11第 3項 により 主 に上記の 「個人の壕型 (介護保険料の特別徴収対象者)Jに 示さ
れたものとなっています

また こ の対象者に按当し 公 的年金守常局1徴収の 「税額決定通知書jを 送付した場合で

も 各 支払期における介護保険料 国 民健康保険耕 後 幼高齢者医療保険料の各特〕1ま17額
と所得税の源泉徴47額の合計に 個人町 県 民税特月J徴収標とカコ算した額が 公的年全事 い
別骸収の対釜となる年金は老齢年年金)の 文払額を上回る場合は 特 月J線収義誰着から中止
の処理結果が町に達知され 特 別禎収から普通僚収へ変更した 「税額変更通知書」を再送付
することとなりま丸  (紳税義務者にとっては混乱の原因となると思われます )

そこで 当 初の 「税額決定通知書Jの 発送段階において 分 jE保険料特別潔収対象者であ
るかどうか 個 人町 県 民税を加募した徴収額が支払額を上回るかど)か を可能な限り税務
IIFが事前に判断し 年 度途中での変更がないようにすれば 納 税義務者の混乱を最小限に抑
えることができると考えます

平成 21年 度及び平成 22年 度においては 審 議会の答申を受け 同 様の宮的タト利用を行
つておりますが ,1年 の誇問 儲 問番号36)に 対する答申に基づき 平 成 23年 度以降め

目的外利用に関して 再 FEFj問するものです

各例第 9条 第 2項 の規定による本人通れ

口 す  る

日 し ない (理由) 税 務課が対象者情報を入手 (5月 25日 まで)し てから 輸 税通姉

書を発送 (6月 10日 前後〉するまでが約 2退間という短期間であり そ の間に当課が該当

者に本人述知を行うのは事務At理のうえて物理的に口離てあり ま た本人に対しても無用な

煩わしさを感じさせるため。

条件活号のltuは 詰 側の際に通 し羊号を付 するので 記 入しないこと



条例第 9条 第 1項 第4号 の規定に基づく目的外の和〕用 提 供に関する翻司寮作

及び第 2項 ただし書の規定に基づく本人通知省路の諮問集件

(個人情報保護制度運営審議会諮同月)連 ヽ =0し 10

察件番号  ″ θ

個

人

情

報

保

有

離

等

課  等  名 高鈴介護課

個人情報取扱

事務 の名 称

保険料順課 徴 暇 務

対象 とな る

個 人 の類 型

保映料麟課 徴 収者

(公的年全寄所得に係ち個人の町民税 帰 民税のTn税義務者のうち

老齢等年登給付 (年額 18万 円以上)の 支fLを受けている05歳 以

上のをで 介 tt保険料の特別徴収対象である者)

利用 提 供す

る記録の名訴

介護保険|〕特別徴収対隻額

利 用  提 供 先 説務擦

取鍛目的以外に利用 提 供する理由 (その必要性や本人から収集しない理由など)

地方税法の規定により 公 的年金等rjらの個人町 県 民税特別徴収か平成 21年 度から実

施されております。
この行別微収の対象 tiは 地 方税法第321条 の 7の 2嘉 I項及び同法施行令算 4S楽 の

9の 11第 3項 により 主 に上記の 「個人の類型 (介護保庚料の特別徴収対象着)!に 示さ

れたものとなっています

また こ の対象者に該当し 公 的年金等特別伐収の 「破aIR決定通如書Jを 送付した場合【

も 各 支払期における介護保険科 国 民健康保険料 後 期高齢者医療保F・S料の各特別徴収頼
と所得税の源泉徴収額の合計に 個人町 県 民税特別徴収額を加算した額が 公的年生事 (特

別篠収の対象となる年生は老齢幸年金)の 支払額を上回る場合は 特 月J徴収義務者から中止

の処理結果が町に速知され 特 月!徴収から普通徴収べ変更した 「社額交更通知書Jを 再送付

することとなります (組 税義務者にとつて1ま淀乱の原因となると思われます )

そこで 当 初の 「税額決定通知書Jの 乾送f・陪において 介 設保険村特別微収対象をであ

るかどうか 個 人町 県 民税を加算 した徴収額が支払額を上回るかどうかを可能なll,税務

課が事前に判断し 年 度途中での変更がないようにすれば 約 税義務者の混乱を最小限に加
えることができると考えます。

平成 21年 度及び平成 22年 度においては 等 議会の答申を受け 伺 榛の目的外利用を行
つておりますが 昨 年の結間 (諮問番号 37)に 対する誉中に達づき 平 Ft 2 3年度以降の

目的外利用に関して 再 度諮閣するものです

条例第 9条 第 2項 の規定による本人通知

□ す  る

日 し ない (理由) 税 著課が対象者情報を入手 (5月 25日 まで)し てから 納 税通知

書を発送 (6月 10日 前後)す るまでが約 2週間という短期間であり そ の間に当課が該当

者に本人通知を行うのは事務41L理のうえで物理的に困難であり ま た本人に対しても終用を

煩わしさを感 じさせるため

条件番号のlldは 諮 問の 済に通 し番号を付 するので u n6人しないこと


